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連携指針の改訂にあたり

近年、社会環境の変化や高齢化の進展などにより、リハビリテーション

を必要とされている方が増加してきております。また、それにあわせて医

療や介護、障害などの各種制度による多様なサービスが提供されてきてい

ます。しかし、高齢者や障害のある方が、地域でいきいきと安心して生活

していくためには個々の状況に合わせたきめ細やかな対応が必要であり、

そのためには、利用者の視点にたった各関係機関・施設の連携がより重要

になってきています。

そこで、平成１７年度に、リハビリテーションに関わる各機関、施設の

連携が円滑に進められるよう「滋賀県リハビリテーション連携指針」を策

定しました。しかし、それ以降、県立リハビリテーションセンターおよび

高次脳機能障害支援センターの開設、介護保険制度や医療保険制度の改正、

そして在宅リハステーションの普及などリハビリテーションに関連する機

関、施設間の新たな連携強化が必要となってきたことに伴い、今回、連携

指針の改定を行うことといたしました。関係機関・施設の方々には、相互

の連携を推進するためにこの新しい指針を活用いただきますよう、あらた

めてお願い申し上げます。

最後になりましたが、この指針作成にあたりご尽力いただきました滋賀

県リハビリテーション協議会委員の皆様をはじめ、関係機関の皆様に心か

ら感謝申し上げます。

平成２３年（2011 年）１０月

滋賀県健康福祉部長 渡邉光春
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Ⅰ はじめに

一 改定の趣旨

リハビリテーションには、様々な機関・施設、そして様々な職種が関わっ

ているが、それらが有機的に連携することによってはじめて利用者にとって

効果的なサービス提供が可能となる。

本県においては、平成１７年度に、滋賀県リハビリテーション連携指針を

策定し、高齢者や障害のある人々等を対象とした県全体を網羅するリハビリ

テーション事業のネットワークや体制づくりについて、その基本的な取り組

みの方向や、関係機関・施設、関係者の具体的な協働の行動について明らか

にした。

連携指針の策定以降約５年が経過する中で、県においては、県立リハビリ

テーションセンターの開設、地域リハビリテーション広域支援センターの整

備促進、地域における連携クリティカルパスの普及、回復期リハビリテーシ

ョン病棟の整備促進などにより、病院間連携やかかりつけ医を含めた地域関

係機関同士の連携が図られるなど一定の成果がみられた。

この間に、介護保険制度や医療保険制度が改正され、介護予防にかかる取

組の強化や在宅医療の促進などが求められるとともに、障害者自立支援制度

の本格的な実施が図られることにより、障害のある人の社会的自立へ向けた

総合的な支援が進められることになった。また、リハビリテーション提供体

制を支える地域の構図においても、市町合併や広域での連携が進み、市町域

の拡大にともない、市町が従来の市町域と圏域の役割をあわせて担うことが

必要となってきている。

利用者にとって迅速で総合的なサービスの提供を考えるとき、専門的支援

機関の分散等により、必ずしも一元的なサービスの提供になっていない状況

にある。

そこで、今回、一元的なサービスの提供を目的としてリハビリテーション

に係る様々な課題を整理し、その課題に対応するためのそれぞれの機関、施

設の役割を明確化した上で、市町・広域（二次保健医療圏）や県域（三次保

健医療圏）における連携のあり方を再検討し指針として改定した。

二 改定の背景

平成 17 年に「滋賀県リハビリテーション連携指針」が策定されてから後、

「障害者福祉しがプラン」、「滋賀県保健医療計画」や「レイカディア滋

賀プラン」においても、リハビリテーションサービス提供体制の整備は、

それぞれの計画において位置づけられてきた。

また、ここ数年、厚生労働省において医療保険におけるリハビリテーシ



ョン関連の診療報酬制度の改定や介護保険における老人保健施設通所リハ

ビリテーションなどの介護報酬が改定された。こうしたことから、今日ま

での取り組みの経過やリハビリテーションをとりまく本県の状況を十分に

踏まえて「滋賀県リハビリテーション連携指針」を改定し、地域を主体と

して利用者に一元的に総合的なリハビリテーションサービスが提供できる

よう、その体制の確立を図ることとする。

Ⅱ リハビリテーションにおける基本的な考え方

一 リハビリテーションの基本理念の共有と利用者視点の重視

「リハビリテーション」については、これまで幾つかの機関により定義

されているが、基本的には、疾病や外傷等による障害があっても、社会生

活から阻害されることなく、再び人間らしく生きることができるよう自主

的(自立）あるいは主体的(自律)に取り組みを進めることであり、「人間ら

しく生きる権利の回復」と考えるべきものである。

このように、リハビリテーションは、運動機能等の回復訓練の分野に限

られたものではなく、日常生活や社会生活に必要な、人としての機能や役

割を回復するとともに、高齢者や障害のある人たちなどをとりまく生活状

況や社会的環境を再構築するなどの多様な取り組みである。

こうしたことから、高齢者や障害のある人たちなどが、家庭や地域社会

で、そこに住む人たちとともに生活し、社会活動に参画できるようにして

いくことを、最終的な目的として、リハビリテーションを推進する必要が

ある。

これらの理念について関係者や地域の人々が共有し、利用者の視点を

重視したサービス体制や連携を構築することが必要である。

（参考）

リハビリテーションの定義

「リハビリテーション」とは、能力障害あるいは社会的不利を起こす諸条件の悪影響を減少さ

せ、障害者の社会統合を実現することをめざすあらゆる処置を含むものである。「リハビリテ

ーション」は障害者を訓練してその環境に適応させるだけでなく、障害者の直接的環境および

社会全体に介入して彼らの社会統合を容易にすることをも目的とする。障害者自身、その家族

、そして彼らの住む地域社会はリハビリテーションに関係する諸種のサービス計画と実施に関

与しなければならない。

（世界保健機関による定義 １９８１年）

リハビリテーションとは、身体的、精神的、かつまた社会的に最も適した機能水準の達成を可

能とすることによって、各個人が自らの人生を変革していくための手段を提供することをめざ

し、かつ時間を限定したプロセスである。



（国際障害者世界行動計画による定義 １９８２年）

※ 環境因子へのアプローチ

リハビリテーションの基本的理念を実現するためには、従来のリハビリテーションにかかる取

り組みの他に、高齢者や障害のある人たちなどが生活する環境因子の改善に対するアプローチ

が重要である。

具体的に、住宅等の居住環境、道路・公共施設等の地域環境、介護や当事者の生活自立に必

要な福祉用具などの整備について、一体的に取り組みを進めていくことが必要である。

二 生活機能・障害・健康の国際分類（ＩＣＦ）とリハビリテーション

国 際 障 害 分 類 （ Ｉ Ｃ Ｉ Ｄ Ｈ ： International Classification of

Impairments, Disabilities and Handicaps）は、１９８０年に世界保健機

関（ＷＨＯ）が計画・発表したもので、障害を機能障害（impairment）、

能力低下（disability）、社会的不利（handicap）の３つのレベルに分類

している。

リハビリテーションにおいては、国際障害分類による障害モデルを活用

して、そのアプローチを計画し、記録や評価を行っており、大変重要な分

類法であった。しかしながら、国際障害分類は、障害のみを対象としてお

り、人としての社会的生活を基礎に、包括的視点からモデルを構築するこ

とが困難であったことから、２００１年にＷＨＯは国際障害分類を改定し、

生活機能・障害・健康の国際分類（ＩＣＦ：International Classification

of Functioning, Disability and Health）を明らかにした。

このＩＣＦは、従来の国際障害分類の功績と問題点を指摘し、生活機能

という重要な視点を確立した。心身機能や活動、参加を生活機能として包

括的に捉えるとともに、障害については、機能障害・活動制限・参加制約

を包括するものとしている。また、人の生活状況に影響を与えるものとし

て、新たに環境因子や個人因子という背景の因子を取り上げており、さら

に、それぞれの因子が相互作用的な存在であるとしている。

このため、ＩＣＦの「生活（機能）モデル」にもとづき、今後のリハビ

リテーション支援の基本的な方向を明らかにすると、それは、人としての

社会的生活を基本に、生活機能の向上を目的として、様々な働きかけを連

動して総合的に行い、日常生活や地域社会における制限や制約を最小限に

し、高齢者や障害のある人たちなどが望む生活を支えていくことである。

従来、リハビリテーションについては、それぞれの分野の専門職が実施

する機能訓練を中心としたものとイメージされがちであったが、生活機能

の向上をその共通の目標として認識し、専門職の助言のもと、高齢者や障

害のある人たちなどが自主的あるいは主体的にリハビリテーションに取り

組むようになってきた。



また、医療機関をはじめとする関係機関や施設が、日常生活の場に近い

環境の中でサービスを提供するとともに、高齢者や障害のある人たちと事

業を担う関係者が協働し、チームアプローチによって、それぞれの分野の

取り組みを総合的に進めていくことが重要である。

こうしたことから、ＩＣＦの考え方に基づき、環境因子へのアプローチ

も含めた医学・教育・職業・社会リハビリテーションに取り組む機関・施

設の連携を一層促進し、医学モデルから生活モデルまでを包括したリハビ

リテーションを推進する必要がある。

（参考）生活機能・障害・健康の国際分類（ICF）のモデル



Ⅲ 県におけるリハビリテーションの現状と課題

一 リハビリテーションを必要としている人たちの現状

１ 本県の高齢者数、障害児者数

全国の状況と同様に、本県においても人口に占める高齢者の割合は年々

高くなる傾向にあり、平成２２年４月１日現在において、６５歳以上人口

の割合が２０．５％となっている。今後、団塊の世代が高齢期を迎えるこ

とから、高齢化はますます進展すると見込まれる。

また、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳が交付されている人数は年々

増加傾向にある。

図① 滋賀県の人口と高齢化の状況
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図② 身体障害者手帳交付者の状況
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図③ 療育手帳交付者の状況
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図④ 精神保健福祉手帳交付者の状況

各年 3 月 31 日現在
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２ リハビリテーションサービス利用者の現状

本県では、現在、在宅療養している人々や、障害のある人たち等のうち、

４割以上が医学リハビリテーションサービスを利用している。また、このう

ち多くの人が、医学リハビリテーションの終了後、あるいはこれと並行して、

療育活動や学校教育等による教育リハビリテーションサービス、就労のため

の訓練や社会活動への参画を目的とした職業・社会リハビリテーションサー

ビスを利用している。

こうした中、介護保険制度の施行後、本県においても全国と同様に、要介

護者が増加傾向にあり、平成２１年１０月末には４５，４３２人となってい

る。しかし、軽度（要支援～要介護１の軽度者）の介護が必要となった原因

疾患の半数は廃用性症候群で、特に加齢による機能低下による者が多く、定

期的な運動など予防に取り組むことで、要介護状態となることを遅らせるこ

とができたと推測されるものであった。そこで、平成１８年の介護保険法の

改正では、サービスの受け手となっている軽度者の状態像を踏まえ、できる

限り要支援者・要介護状態にならない、あるいは重度化しないよう介護予防

を重視したシステムの確立が図られ、要支援・要介護になるおそれのある者

に対する地域支援事業における運動器の機能向上や口腔ケア、栄養改善等の

取り組みや、要支援者に対する介護予防サービスの提供が行われている。

また、身体に障害のある人たちについては、不適切な姿勢を長時間とり続

けるなどさまざまな理由で肩頸腕症候群や腰痛などの二次障害を引き起こ

す場合があり、二次障害予防の視点も重要になってきている。

一方、障害のある子どもにおいては、児童ディサービス事業所、障害児・

者福祉施設などの各施設において対応されている。しかし、施設ごとの対応

に委ねられるなど、必ずしも一貫したリハビリテーションサービスが提供さ

れているとは言い難い状況にある。

図⑤ 要介護度別認定者数の推移（滋賀県）
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二 リハビリテーションにおける社会資源の現状

１ 地域の社会資源

① 地域におけるリハビリテーションサービスを支援あるいは提供する

機関や施設は、市町の地域包括支援センターや保健センターをはじめ、

病院や診療所、訪問看護ステーション等の医療関係機関のほか、訪問

リハビリテーション事業所、介護老人保健施設、介護老人福祉施設、

通所介護事業所、通所リハビリテーション事業所等の高齢者福祉施設、

障害者福祉施設等である。さらに、教育機関として、特別支援学校が

ある。

② 市町や二次医療圏の関係機関や施設へのリハビリテーション支援を目

的として、地域リハビリテーション広域支援センターが、大津圏域・

東近江圏域を除く５圏域に設置（平成 15～21 年度）され、圏域におけ

る地域リハビリテーション連携体制の中核機関として機能をしてき

た。２２年度以降は、これらの機能を継承しながら、市町においてリ

ハビリテーション専門職員の確保が進み、きめ細かな在宅リハビリテ

ーションの支援拠点として、在宅リハステーションの設置を推進して

いる。

③ 医学的リハビリテーションサービスは、医療・保健関係機関を中心に

提供されている。それらの機関では、地域における日常生活の維持や、

地域生活への移行を目標とした、生活訓練や日常生活の支援を内容と

する社会リハビリテーションの提供も行っている。

④ 平成 20 年度に定めた滋賀県保健医療計画においては、脳卒中リハビ

リテーションが急性期、回復期、維持期と一貫して受けられるよう医

療機関の機能分担と連携が推進されている。

⑤ リハビリテーションサービスは身近な地域での実施が望まれている

ため、市町が主体となりリハビリテーションサービス提供機関への相

談・調整などの支援をおこなっている。

⑥ 一方、職業リハビリテーションは、福祉や労働の分野における諸施策

によって推進され、障害者働き・暮らし応援センターや障害者福祉サ

ービス事業所などがその役割を担っている。

２ 県域の社会資源

① 日常生活や活動場面の環境を改善するための福祉用具を普及させる

ことを目的として福祉用具センターにて相談、指導業務を行っている。

② 脳血管疾患や頭部外傷などによる高次脳機能障害や脊髄損傷などに

対応した専門的な医学的リハビリテーションが、県立リハビリテーシ

ョンセンターやむれやま荘においてそれぞれの機能を活かしつつ提

供されている。

③ 県立リハビリテーションセンター支援部では、県内の従事者に対する



専門研修の開催や連携リハビリテーション学会研究大会を立ち上げ

従事者の資質向上を図っている。

④ 一方、社会リハビリテーションサービスについては、障害者更生相談

所での判定や相談、そして、むれやま荘などの障害者の福祉施設を中

心に、県立障害者福祉センター、社会就労事業振興センター、高等技

術専門校などで提供されている。

（参考）県域の障害福祉施設

障害者自立支援施設「県立むれやま荘」

知的障害児施設「県立近江学園」、「県立信楽学園」

県立障害者福祉センター、県立聴覚障害者センター、

県立視覚障害者センター

三 リハビリテーションサービスにおける課題

１ リハビリテーションに対する理解

リハビリテーションにおいては、身体機能の回復を目指すことだけでな

く、職業能力の開発や社会活動への参画の促進という面も併せて考える必

要がある。しかし、病気の発症や受傷後に病院などで受ける理学療法や作

業療法のみがリハビリテーションであると理解されることが多く、病院か

ら在宅生活へ移行しても身体機能の回復のみを求める当事者や家族も依然

として多い。

また、サービスを提供する関係機関や施設の従事者においても同様であ

り、リハビリテーションは理学療法士や作業療法士が行うものという考え

が多いのも現状である。

リハビリテーションには、関係機関や施設が連携したアセスメントとチ

ームワークが重要になることから、当事者や家族だけでなく従事者におい

ても、「リハビリテーションには子どもから高齢者まで様々な取り組みが

あり、適切な時期に適切なサービスを活用できることが重要」と認識され

るよう、より一層理解を促進することが必要である。

また、県民が自分たちの健康づくりとして取り組めるよう支援すること

もリハビリテーションの理解の普及には重要である。

このような現状から、リハビリテーションの基本理念を理解するため

の啓発活動が、県民のみならずリハビリテーションにかかる関係職員に

も必要である。

２ リハビリテーション事業に必要な従事者（専門職員）および専門病院

等の不足

本県の医学的リハビリテーション事業従事者の状況は、理学療法士や作

業療法士、言語聴覚士などのいわゆるリハビリテーション専門職が、人口



１０万人に対する割合において、全国平均を下回っている。また、リハビ

リテーション専門医も同じ傾向にあり、県下で 16 名にすぎない。

一方、医療機関については、回復期リハビリテーション病棟は１１か所で

あり、県南部や東近江地域に偏っているため、湖東と湖北保健医療圏に各１

か所の回復期リハビリ病棟建築が予定されている。（平成２２年６月現在）

また湖西圏域では、隣接する大津保健医療圏との連携を強化し限られ

た社会資源の有効活用が求められている。

表① 人口１０万人に対するリハビリテーション関連職種の人数

平成 20 年 10 月 1日現在 厚生労働省病院報告 (人口 10万対/人）

％：全国を 100 とした割合

(再掲) 県内圏域別

平成 20 年 10 月 1 日現在 厚生労働省病院報告 (人口 10 万対/人）

表② リハビリテーション専門医の人数

全 国 滋賀県

リハビリテーション専門医 1728 16

人口 10 万人対 1.36 1.14

（平成２２年９月１０日現在、日本リハビリテーション医学会資料）（単位：人）

医師 看護職医療従

事者

総数 常勤 非常勤 看護師
准看護

師

看護業務

補助者

理学

療法士

作業

療法士

言語

聴覚士

全国 1387.3 117.7 29.5 498.8 133.7 148.7 30.3 19.2 6.2

滋賀県 1238.1 108.7 30.6 516.4 67.9 133.8 26.1 14.2 5.2

% 89.2 92.4 103.7 103.5 50.8 90.0 86.1 74.0 83.9

医師 看護職医療従
事者
総数 常勤 非常勤 看護師

准看護
師

看護業務
補助者

理学
療法士

作業
療法士

言語
聴覚士

大津
1535.4 164.1 73.9 667.2 73.4 136.5 22.5 14.4 4.0

湖南 1268.8 112.1 20.1 562.3 47.5 118.1 32.9 18.2 9.6

甲賀 1040.4 63.0 18.3 361.8 101.3 143.5 31.5 17.1 6.7

東近
江 1153.5 87.0 19.2 415.2 79.0 182.6 26.2 12.7 3.7

湖東 947.7 72.4 14.6 385.3 67.5 114.7 21.1 10.9 4.5

湖北 1253.4 113.7 8.7 597.3 33.9 108.0 17.1 9.7 1.8

湖西 934.0 59.0 22.1 319.9 118.7 101.6 34.6 11.4 2.7

滋賀
県 1238.1 108.7 30.6 516.4 67.9 133.8 26.1 14.2 5.2



リハビリテーション医療施設の設置状況

大津 湖南 甲賀
東近

江
湖東 湖北 湖西 滋賀県計

回復期リハビリテーション病棟 4 3 1 3 0 0 0 11

(病床数） 177 123 56 148 0 0 0 504

(人口 10 万対） 53.2 38.9 37.8 63.2 0.0 0.0 0.0 35.9

（H22.6.1 現在）

３ リハビリテーション関係機関・施設の連携

リハビリテーションは特定の機関や施設だけで完了するものでない

め、退院・退所後はその後を受け持つ機関や施設との連携が重要である

そのため、医療・保健・福祉等の関係機関が地域リハビリテーション

おける互いの役割を認識した上で、発症から回復過程における切れ目の

い連携が必要となる。

また、病院内のカンファレンスや介護保険でのサービス担当者会議、

町が行う地域ケア会議などの現場における関係職種間の連携も重要と

る。

教育・職業・社会リハビリテーションの各分野においても関係機関・

設がそれぞれ密接な連携を図り、総合的なリハビリテーションを提供す

必要がある。

二次保健医療圏と回復期病棟マップ

（平成 22 年 4 月 1 日現在）

ヴｫ―リス記念病院
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利用者に対する迅速かつ総合的なサービスの提供体制については、地域

におけるリハビリテーション関係機関・施設の連携について以下の課題が

生じている。

① 保健所（健康福祉事務所）

利用者が身近な市町圏あるいは二次保健医療福祉圏において急

性期から維持期にわたるリハビリテーションが適切に受けられる

ために、日頃の地域保健福祉活動や地域リハビリテーション協議会

等を通じてサービスの向上と連携強化を図っている。

県全域からの視点と地域特性に応じた専門的な視点から、リハビ

リテーションセンター支援部の各保健所兼務業務の見直しが必要

である。

② 県福祉用具センター

テクノエイドに関する三次機関であるが、福祉用具・住宅改修等

の環境調整の意識は、介護保険制度の普及で「使う」「必要」とい

うレベルに達したが、正しい選び方、使い方等への知識の普及が進

んでいない。触れて、試して選ぶといった環境が整備されていない。

福祉用具が必要な人にとっては、一人ひとりにあった用具選びが重

要であるが、マネジメントする人の関心が低く、用具に対する知識

の普及と専門職育成がまだまだ必要である。既製品にあわない人へ

の早期対応による個別支援や介護保険制度での福祉用具個別援助計

画導入を控え、一次・二次機関の人材を計画的に育成していくなど

の取り組みが必要である。

③ 高次脳機能障害支援センター、むれやま荘

ここ数年高次脳機能障害の利用者が急増し、むれやま荘において

は利用者全体の約７割となり、また年齢的は６５歳以下が多くを占

めている。障害の特性から高度な個別対応が求められ、リハビリテ

ーション職の不足に苦慮している。

この対応としてリハビリテーションセンターからの一日の生活の

リズムに応じた支援強化が強く求められている。

④ 障害者更生相談所

補装具の判定機関として備えるべき補装具の整備がなく福祉用具

や補装具に関する相談対応等に支障をきたしており、福祉用具セン

ターとの一体的な相談体制が求められている。

⑤ 小児保健医療センター

小児期発症の障害児に対し医学的リハビリテーションを提供して

いるが、成人期になったときの成人専門の医療機関やリハビリ提供

機関への紹介・移行、また、在宅での生活継続のための地域関係機

関とのネットワークの構築が求められている。



４ 在宅におけるリハビリテーションサービスの不足

高齢者を対象とした、在宅におけるリハビリテーションサービスは、介

護保険制度における訪問リハビリテーション等によって提供されるが、本

県のみならず、全国的にみても訪問リハビリテーションの介護保険サービ

ス全体に占める割合は低く、平成２２年４月審査分で、全国で 2.0％、滋

賀県で 3.6％である。

また、理学療法士や作業療法士などが家庭を訪問して機能訓練などを行

うことは、訪問リハビリテーション以外に訪問看護ステーション等におけ

る訪問看護サービスの一環として実施されているが、本県においては、理

学療法士や作業療法士等が在籍する訪問看護ステーションは少ない。今後

は訪問リハビリテーション事業所の増加や、訪問看護におけるリハビリテ

ーション専門職の確保が課題である。

障害のある子どもたちに対して、在宅や学校生活を送るために必要なリ

ハビリテーションサービスが十分に提供できているとは言えず、その充足

が求められている。

表③ 介護サービスにおける訪問リハビリテーション等の割合

居宅利
用人数

訪問介
護

訪問入浴
介護

訪問
看護

訪問
リハビリ

通所
介護

通所
リハビリ

福祉用具
貸与

全国 3246.8 1,197.1 80.1 272.7 64.5 1,291.1 486.7 1,157.0

利用率 36.9% 2.5% 8.4% 2.0% 39.8% 15.0% 35.6%

滋賀県 28.8 10.2 1.2 3.6 1.0 15.9 3.7 14.6

利用率 35.3% 4.1% 12.4% 3.6% 55.1% 12.8% 50.8%

大津圏域 7.4 3.2 0.2 0.6 0.2 3.2 1.0 3.4

利用率 43.0% 2.7% 8.1% 2.7% 43.0% 13.4% 45.7%

湖南圏域 5.1 1.6 0.2 0.6 0.2 3.2 1 3.4

利用率 31.3% 3.9% 11.7% 3.9% 62.6% 19.6% 66.5%

甲賀圏域 2.5 0.8 0.2 0.8 0.1 2.9 0.8 2.5

利用率 31.8% 8.0% 31.8% 4.0% 115.4% 31.8% 99.4%

東近江圏域 4.7 1.3 0.2 0.4 0.2 2.8 0.6 2.3

利用率 27.9% 4.3% 8.6% 4.3% 60.2% 12.9% 49.4%

湖東圏域 3.3 1.1 0.1 0.4 0.1 1.9 0.3 1.6

利用率 32.9% 3.0% 12.0% 3.0% 56.9% 9.0% 47.9%

湖北圏域 4.3 1.6 0.2 0.5 0 2.4 0.5 2.2

利用率 36.8% 4.6% 11.5% 0.0% 55.2% 11.5% 50.6%

湖西圏域 1.4 0.5 0.1 0.2 0.1 0.8 0.2 0.6

利用率 35.5% 7.1% 14.2% 7.1% 56.7% 14.2% 42.6%

厚生労働省 介護給付実態調査(平成２２年４月審査分) (単位：千人）
・利用率は利用人員(延べ）を利用実人員で除したもので、３月時の各サービスの利用頻度を表す

５ 職業リハビリテーションをはじめとする各種就労支援施策

能力開発訓練とあわせて、個々の適性に応じた就労の場の確保やマッチ

ング等の実施、就職後の職場定着およびこれらに伴う社会生活上の支援に



ついて、福祉・労働・教育の部局の連携を図ることが重要である。特に、

特別支援学校の生徒数はここ１０年で２倍となり卒業後の就労支援等につ

いて、県と市町、そして行政と企業の連携により総合的かつ継続的に実施

していかなければならない。

障害のある人で働いている人は 7,300 人（平成２２年度末）、一方、障

害者雇用率達成企業割合は５６.５％であり、今後も働き・暮らし応援セン

ターの相談支援機能の一層の充実を図りながら、各関係機関の連携のもと

で職業リハビリテーションを積極的に実施していく必要がある。

６ 専門的なリハビリテーション医療

医学リハビリテーション事業については、近年、市町域・広域（二次保

健医療圏）や県域（三次保健医療圏）の医療機関において機能が整備、充

実されつつあるが、急性期・回復期の機能分化を進めるとともに、回復

期リハビリテーション機能の普及と在宅生活に移行していく仕組み作

りのより一層の充実が求められている。

小児リハビリテーションに取り組んでいる医療機関は非常に少な

く、一部の医療機関にリハビリ患者が集中しており、保健、医療、福祉、

教育等の各分野との連携が必要である。

また、障害のある人における二次障害については、本人・家族・関係

者が早期からそのことについて意識し、日常から障害の予防を目的とし

たリハビリテーションに取り組んでいく必要がある。

さらに、高次脳機能障害、脊髄損傷、難病などの患者に対する専門的な

医学的リハビリテーションへの対応が近年、課題となっている。

Ⅳ 県におけるリハビリテーションの基本方針

一 地域を主体としたリハビリテーションサービス提供体制の確立

本県のリハビリテーションを推進する上で、基本方向の大きな柱の一つ

が、地域を主体としたリハビリテーションサービス提供体制の確立である。

高齢者や障害のある人たちなどが、家庭や住み慣れた地域で自立した生

活がおくれるよう、医療・保健・福祉をはじめ生活にかかわるあらゆる人

々や機関・施設等が、リハビリテーションの立場から協力して行う、活動

すべてが地域リハビリテーションである。

このような地域リハビリテーションサービスの提供には、高齢者や障害

のある人たちなどが家庭や住み慣れた地域で、利用者一人ひとりの生活に

目を向けた訓練や支援が行われること、さらにはその訓練や支援が、医療

・保健・福祉・教育・職業・社会といった地域の関係機関・施設、関係者

はもちろんのこと、ボランティアやＮＰＯ等の地域に関わるあらゆる組織



や人々によって行われることが重要となる。

このようなことから、地域リハビリテーションを推進するためには、ま

ず、高齢者や障害のある人たちなどへの具体的な支援において、地域のあ

らゆる活動を喚起するとともに、それぞれの活動を利用者本位にコーディ

ネートの存在が不可欠である。また、専門的・技術的な支援を行うことな

どにより、地域リハビリテーションにかかる活動の育成・充実を図ること

が重要である。

そのため、地域を主体としたリハビリテーションサービスの提供体制の

確立（地域づくり）が必要となっている。

（参考）

地域リハビリテーションとは、障害のある人々や高齢者およびその家族が住

み慣れたところで、そこにすむ人々とともに、一生安全に、いきいきとした生

活が送れるよう、医療や保健、福祉および生活にかかわるあらゆる人々や機関

・組織がリハビリテーションの立場から協力し合って行う活動のすべてをいう。

（ 2001年 日本リハビリテーション病院・施設協会 ）

二 利用者視点からみたリハビリテーションサービスの提供体制の構築

○本県のリハビリテーションを推進する上で、基本方向のもう一つの柱

は、利用者の視点から利便性を考慮し、質の高いサービスを迅速に提

供できる体制を整備することである。

○近年のリハビリテーションは、人としての社会的役割を基本に、生活

機能全般の向上を目指すことが重要とされており、医療・教育・職業

・社会リハビリテーションサービスを提供する機関等が、それぞれの

機能を十分に発揮するとともに、共通の具体的な目標のもと、機関相

互の関係性を重視して、総合的に活動することが求められている。

○各分野のサービス提供機関等が総合的に機能し、効果を最大限に発揮す

るためには、それぞれのリハビリテーション事業にかかわる関係者が利

用者の視点を十分に理解し、必要な機関との迅速な連携によるサービス

提供ができる仕組みづくりの強化が必要である。

○サービス提供のための利用者情報の取り扱いについては、関係者相互に

顔の見える連携が不可欠である。

○社会リハビリテーションから医学的リハビリテーション（地域連携クリ

ティカルパスの普及も含む）まで、関係者間をつなぐ調整者として、市

町・二次保健医療圏では保健所（健康福祉事務所）が、三次保健医療圏

では県立リハビリテーションセンターが、それぞれにおいて、相互に連

携しながら、リハビリテーション事業の協働体制を構築することが必要

である。



三 対象に応じたリハビリテーションの提供体制イメージ図
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Ⅴ 県におけるリハビリテーションの今後の取り組み

一 基本方針をさらにすすめるための取り組み

１ リハビリテーション啓発等の推進

○リハビリテーションは身体機能の回復だけが目的ではなく、住み慣れ

たところでそこに住む人々とともに、生活が送れるようになることが

最終の目的である。当事者や家族が、このことを理解し、その目的達

成のために具体的なサービスの活用について、リハビリテーション従

事者に相談できるよう啓発を推進する。

○地域においては、生活に身近な地域におけるリハビリテーションを推

進していくために、専門の機関や施設によるサービス提供だけでなく、

県民の参画によるボランティア活動やＮＰＯの活動を含めて、協働の

視点からまちづくりも含めた幅広い取り組みを促進する。

○リハビリテーションセンターは、「リハビリテーションは、専門職員

による急性期、回復期における機能訓練中心の取り組みや、維持期に

おける社会参加を目標とした生活機能の向上を図るための取り組みな

ど、様々な働きかけを各関係機関が連携して総合的に行うこと」であ

ることを常に意識し、リハビリテーション従事者（専門職員等）や関

係機関に対して様々な機会を捉えて啓発し理解の促進を図る。

２ 在宅リハビリテーション支援拠点整備の推進

リハビリテーション機能の向上による、高齢者等の介護予防や居宅生活自

立の促進を図るために、市町において、リハビリテーション専門職である理

学療法士や作業療法士を配置した在宅リハビリテーション支援拠点（在宅リ

ハステーション）の整備を促進する。

３ 健康増進から要介護状態（二次障害）の予防を目的としたリハビリテー

ションの推進

① 市町の地域包括支援センターを中心とした高齢者の介護予防マネジメ

ントや相談および地域保健部門を中心とした健康増進事業の充実によ

り、心身の機能を使用しないことにより起こる機能・能力の低下を予

防し、介護を要する状態への移行を防止する取り組みを促進する。

併せて、効果的にサービスを提供するため、市町における介護保険、

障害福祉等関係部署との連携により統一した取り組みを促進する。

②障害のある人たちが、日常生活や就労等をとおして二次障害に至ること

を予防する取り組みを推進する。

４ 専門的なリハビリテーション（急性期、回復期、維持期）の充実

○地域においては、二次保健医療圏をベースに、病院等の医療機関が機



能分担し、急性期、回復期、維持期のそれぞれの病期において、適切

かつ効果的な医学的リハビリテーションが提供されるよう、地域連携

クリティカルパスの活用など医療機関、介護保険等サービス提供事業

所との連携による体制整備を促進する。

○また、県域では、県立リハビリテーションセンターにおいて、高次脳機

能障害、脊髄損傷、難病といった特定の障害にかかる専門的な医学的リ

ハビリテーションや専門相談の機能の充実を図る。

○さらに、県立リハビリテーションセンターでは、職業的・社会的リハビ

リテーションを専門に提供する県域の障害者支援施設（むれやま荘）と

日頃から一体的な連携を図る。また、医療機関、地域の関係機関等との

ネットワークを構築し、協働での診療や相談事業の展開を図る。

５ 維持期における職業・社会リハビリテーション関係機関・施設等の拡

充

○職業・社会リハビリテーションにおいては、関係機関や施設等の個別機

能の充実とあわせて、医療から職業・社会リハビリテーションへの円滑

な移行による総合的な効果が発揮できることが必要である。このため、

医療・福祉・労働の分野の連携を促進するとともに、各分野における施

策の拡充を進める。

○地域においては、通所や訪問によるリハビリテーションの充実を図り、

日常生活の維持や地域の社会生活への参画をとおしてリハビリテーシ

ョンが進められるよう、生活の観点から社会リハビリテーションを促進

する。

○障害者支援施設における職業リハビリテーション機能の強化や、障害者

働き・暮らし応援センターといった福祉と労働の連携による職業相談・

支援事業の充実を図る。さらに、就労移行支援事業所における職業準備

訓練や企業との連携による就業体験・雇用体験をはじめとする各種訓練

制度の活用等、就労支援ネットワークの構築を図る。

○県域においては、「県立むれやま荘」では高次脳機能障害の人の利用が

急増していることに対応するため、維持期の医療支援や医療リハビリテ

ーションとあわせて、職業・社会リハビリテーションが提供できるよう、

機能の拡充を図る。

○また、県立高等技術専門校における職業リハビリテーション機能の活用

を図るほか、県立むれやま荘や県立リハビリテーションセンターをはじ

め、関係機関や施設と、障害者職業センター等との連携による協働の取

り組みを促進し、職業・社会リハビリテーションの一層の充実を図る。

６ 利用者の視点にたった総合的なリハビリテーション体制の構築

○市町・二次保健医療圏や三次保健医療圏において、医療をはじめ、教育

・職業・社会リハビリテーションを担うそれぞれの関係機関や施設等の



機能の充実を図るため、急性期・回復期・維持期の医学的リハビリテー

ションと、教育・職業・社会リハビリテーション等を一貫して包括的に

提供できる体制の整備を促進する。

○市町域においては、社会的リハビリテーションの観点から、看護、生活

支援サービス、社会活動への参加支援といったサービスが、介護保険や

障害者自立支援制度のもとに、高齢者等に対して総合的に提供されるこ

とが必要であり、市町において、地域包括支援センターや在宅リハステ

ーションを中核とする体制の整備を図る。

○また、二次保健医療圏では保健所（健康福祉事務所）が調整役となり、

地域の医療機関や特別支援学校、障害福祉施設、職業関係機関、相談支

援機関、市町等の連携を図り、高齢者や障害のある人たちなどに対して、

地域で一貫したリハビリテーションが実施できるよう、関係者の協議の

場の設置や協働支援を促進する。

なお、県立リハビリテーションセンターが、広域的、専門的視点から

保健所の地区担当業務を見直し、強化、支援する。

○さらに三次保健医療圏では、県立リハビリテーションセンターが中心と

なり医療・教育・職業・社会リハや保健、福祉などを担う機関、施設の

連携を図る。

○また、高次脳機能障害のある方や脊髄損傷、難病者のリハビリテーショ

ンなど専門的リハビリテーションについては、県立リハビリテーション

センターが中心となり県立むれやま荘、福祉用具センターといった県域

のセンター機能を持つ機関が一体となってカンファレンスやリハビリ

テーション計画の作成など協働した取り組みを進める。

○利用者の利便性を考慮したサービス提供体制の整備においては、県域サ

ービス機関の分散をできるだけ少なくすることが必要であり連携強化

の形態として以下の体制整備を検討する必要がある。

①利用者への迅速で総合的なサービスの提供のために、将来的には、障

害に応じた補装具の適合判定や相談機関である障害者更生相談所と

設備、用具を用いて自立を支援する福祉用具センターとの同一場所に

おける一体的なサービス提供等の検討が必要である。

②むれやま荘は、維持期の医療支援や職業・社会リハビリテーションの

提供機関であるとともに、医療と専門的社会リハビリテーション支援

能力の両面を備えた医療従事者の人材育成に適切な場の一つでもある。

人材育成の場としての機能を果たすために、リハビリテーション支援

部から密接な連携ができるよう、具体策を検討すべきである。



Ⅵ 関係機関の役割

一 県が目指す地域リハビリテーション連携イメージ図

滋賀県地域リハビリテーション提供体制図
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二 市町および二次保健医療圏の関係機関・施設等の役割

１ 市町（保健・福祉の担当部門）

市町は、介護保険制度や障害者自立支援法に基づく、サービスの提供など

により、

① 地域住民に対する相談助言や情報提供

② 高齢者や障害のある人たちなどの社会参加や日常生活にかかる支援

の総合調整

③ 地域ケア会議やサービス調整会議等を活用した総合的な地域調整

④ 地域の関係機関や施設等との連絡調整や活動支援

⑤ 福祉サービスの支給決定

⑥ 地域リハビリテーションの推進のため施策化

などの総合的な支援を行う中で地域リハビリテーションを推進する。

また、地域支援事業による介護予防事業の取り組みや健康増進事業などの

直接的な事業を実施することにより、予防的リハビリテーションを推進す

る。

そのリハビリテーションの支援拠点として、地域の特性に応じて在宅リハ

ステーション等の設置を推進する。

［在宅リハステーションの機能］

① 市町リハビリテーション連絡会議・支援チーム等の開催

② 地域住民を対象としたリハビリテーションに関する相談への対応

③ 地域リハビリテーション従事者に対する実地支援・研修

④ 地域のリハビリテーション実施機関への支援

⑤ 介護予防や介護保険サービス等におけるリハビリテーションマネ

ジメントの実施

⑥ その他、市町におけるリハビリテーションの推進に関して必要な事

業

２ 地域の病院・診療所

日常の診療において

① 疾病や傷害の治療と急性期医療の提供およびリハビリテーション医

療の必要性の評価

② 退院後の在宅生活の実現を目指した日常生活訓練や身体機能回復訓

練などの医学的リハビリテーションの提供

③ 在宅生活を継続するために必要な日常生活訓練や身体機能回復訓練

などのリハビリテーション医療の提供

④ 受療者への相談・助言や、リハビリテーションにかかる教育・啓発



⑤ 退院後、在宅生活や他の機関・施設の利用へ移行する場合の連絡調整

や情報提供等のフォロー

などの役割を担うことにより、地域の関係機関と協働して、地域のニーズ

に応じた地域リハビリテーションの促進に努めることが必要である。

特に、かかりつけ医については、リハビリテーションについての理解を

促進し、日常の診療業務活動をとおして、寝たきりの防止や在宅生活にか

かる医療上の助言、リハビリテーションサービス提供機関の積極的な活用

に必要な紹介等の支援を行う必要がある。

病院については、その機能に応じて、地域連携クリティカルパスなどを

活用し、急性期病院から回復期病院・維持期の関係機関へと円滑な連携を

図ることができるよう連携への積極的な関与、必要な情報の提供、患者や

家族への指導等を行う。

３ 介護保険サービス事業所・介護保険施設

介護老人保健施設や介護療養型医療施設、介護老人福祉施設の施設サービ

スおよび通所リハビリテーション、通所介護、訪問看護や訪問リハビリテー

ション等の居宅サービス事業所では、要介護（要支援）認定を受けた高齢者

等に対して入所や通所・訪問などにより日常生活に必要な介護保険サービス

の提供を行うほか、

① 在宅生活の実現に必要な身体機能の改善を目指したリハビリテーショ

ンサービスの提供

② 日常生活の訓練や社会活動への参画に向けた訓練等による身体機能の

維持および生活機能の維持向上を目指したリハビリテーションサービ

スの提供

③ 利用者への相談・助言や、施設サービスにあっては在宅生活への移行

に向けた地域の関係機関等との連絡調整

などの役割を担う。

また、地域の関係機関・施設との連携を促進するとともに、理学療法士、

作業療法士、言語聴覚士などの専門職員の確保に努め、リハビリテーション

サービスの充実を図る必要がある。

４ 障害福祉施設

障害福祉サービスでは、居宅介護（ホームヘルプ）・短期入所（ショー

トスティ）・療養介護などの介護の支援、自立訓練(機能訓練・生活訓練）

・就労移行支援・共同生活援助(グループホーム）などの訓練等の支援が行

われており、住まいの場の支援としては、施設入所支援や居住支援(ケアホ

ーム、福祉ホーム等）が行われているほか、



① 地域社会や家庭での生活の自立を目的とした生活訓練

② 企業等への就職や福祉的就労を目的とした職業訓練等の職業リハビ

リテーションサービスの提供

③ 地域社会における活動への参画を目的とした社会リハビリテーショ

ンサービスの提供

④ 施設における福祉的就労の場や居住の場の提供

⑤ 利用者やその家族に対する相談助言、地域生活や就労（雇用）の実現

に向けた関係機関等との連絡調整といった役割を担う。

また、障害者支援施設等においては、継続した医学リハビリテーション

サービスを提供するなどの支援をあわせて行うとともに、高次脳機能障害

のある人々の受入れといった新たな課題についても、リハビリテーション

事業の充実によって対応に努める必要がある。

５ 地域包括支援センター、障害者相談支援事業所

地域包括支援センターでは、住み慣れた地域において自立した日常生活が

送れるよう、高齢者やその家族等からの相談に応じ、

① 日常生活や介護、リハビリテーションにかかる支援サービス等につい

て、適切な保健・医療・福祉サービスの利用についての支援や情報提

供

② 日常生活や支援サービスの活用についての介護予防マネジメントの実

施、介護支援専門員の支援やケアプランの作成

③ 介護予防ケアプランに基づくサービスの効果の判定

④ 生活介護やリハビリテーションにかかる支援を実施している関係機関

・施設等との連絡調整などの役割を担う。

また、障害者相談支援事業所では、障害のある人たちの就労等による社

会・経済的自立の実現にむけて、障害者働き・暮らし応援センターや雇用

の関係機関、職業リハビリテーションサービスを提供する施設などとの協

議・調整等を行う。

６ 児童発達支援センター（24 年４月１日から）

障害のある子どもたちを通園により受け入れ、日常生活における基本動

作や集団生活をとおして主として、以下の役割を担うことにより、社会活

動への主体的参加と自立した生活の充実拡大を目指す。

① 地域社会や家庭での生活の実現を目的とした生活訓練

② 地域社会における活動への参画を目的とした社会リハビリテーショ

ンの提供

③ 障害のある子どもたちおよびその家族に対する相談助言、地域生活の

実現に向けた関係機関と連絡調整



７ 特別支援学校

特別支援学校は、障害のある幼児児童生徒が将来自立し、社会参加がで

きるよう障害による学習上や生活上の困難を克服し、自立を図るために必

要な知識や技能を身につけさせるようにすることを目的としている。その

設置目的を達成するため、特別に「自立活動」の指導領域が設けられてお

り、健康状態の維持・改善に関することや姿勢と運動・動作の基本的技能

に関すること、日常生活に必要な基本動作に関すること等の学習を行って

いる。

また、特別支援学校は地域の学校等の求めに応じて、相談助言や医療、

福祉、労働等の関係機関との連絡調整等、特別支援教育に関するセンター

としての役割を果たすよう法令上規定されており、それに努めている。

８ 保健所（健康福祉事務所）

二次保健医療圏域における保健・医療福祉行政を担う立場から、地域リハ

ビリテーションの推進に取り組むこととし、

① 地域リハビリテーションにかかる情報発信や、推進組織づくりなどに

必要な支援

② 地域の医師会、病院、福祉施設、行政等の地域リハビリテーションに

かかる関係機関・施設・団体との連絡調整

③ 地域のリハビリテーションサービスニーズの調査や活動の研究

④ 市町や地域の関係機関の連携のためのコーディネート

⑤ 施設等に対する施策提言や助言および調整などの活動を行う。

これらの活動を円滑に推進するために、地域リハビリテーション連絡協議

会等での検討の場を有効に活用する。

９ 障害者働き・暮らし応援センター（障害者就業・生活支援センター）

障害者の一般就労にむけた支援と職場定着支援、これに伴う日常生活、社

会生活上の支援を福祉と労働の両面から継続的に行うことにより、障害者の

職業生活における自立と社会参加の促進を図る。

職業生活の自立に向けた支援として、

① 職場や仕事についての悩みなどの相談援助

② 障害者職業センターなどで実施されている就職に向けた訓練の受講の

斡旋

③ ハローワークや面接への同行などの就職活動支援

④ 福祉や教育、医療等関係機関との連携による情報の収集・提供および啓

発・研修などを行う。



日常生活、社会生活に関する支援として、

⑤ 日常生活上に関する問題についての相談援助

⑥ 金銭管理や衣食住関係、余暇活動、健康管理等の日常生活上の支援

⑦ 家族や近隣との人間関係の調整など対人関係に関する支援

などを行う。

また、地域の企業を訪問し、障害者雇用にかかる意向把握や広報啓発、情

報提供を行うことにより、障害者のニーズにあった就業の場を開拓するとと

もに、雇用後も障害者に対する職場定着支援や雇用主、従業員に対する職場

環境の改善等の助言を行う。

１０ ボランティア・ＮＰＯ・当事者団体等

地域リハビリテーションを推進していくためには、地域住民の主体的な

参画によるボランティアやＮＰＯ、あるいは障害のある人の当事者団体等

の活動が関係機関・施設が行うリハビリテーション事業と協働し、生活に

身近な地域社会において展開されることが必要である。

このため、高齢者や障害のある人たちなどの日常生活への関わりの中

で、

① 日常生活の体験的訓練や、芸術・文化、スポーツ等の社会活動をとお

した社会リハビリテーションサービスの提供

② 地域のまちづくりなどの活動をとおした、住民の障害への理解の促進

や社会環境の整備

③ 地域住民の日常生活のネットワークをとおして、高齢者や障害のある

人の暮らしの支援

④ 当事者や家族に対する相談・助言

⑤ 自助具の製作、普及啓発等自主活動等

といった活動を担う。

また、市町や障害者生活支援センター、地域包括支援センター、社会福

祉協議会などと連携し、高齢者や障害のある人たちなどへの相談支援やト

ータルマネジメントへの援助を行う。また、日常生活の中で具体的支援が

必要となった場合は、公的な保健・福祉サービスと協働して、主体的な支

援活動を行う。



三 県域の関係機関・施設等の役割

１ 県立リハビリテーションセンター

（１）基本的役割

リハビリテーションセンターが担う基本的役割は、県域において、リハビ

リテーションの総合的な発展を目的に、先駆的なリハビリテーションの実践

や、リハビリテーションを提供するための仕組みづくり、人材の育成等を包

括的に進めることである。

このため、以下の機能を遺憾なく発揮できるよう、支援部門における各種

事業の実施や支援活動の展開、医療部門における専門的リハビリテーション

医療の提供や臨床的支援の実施などを進める。

（２）支援部の役割

リハビリテーションにかかる基盤の整備、地域リハビリテーションや総合

リハビリテーションの推進等を図るため、これに必要な各種活動や事業を構

築し、関係機関や施設、団体、関係者等の協力を得て、その積極的な展開を

図る。特に、市町・二次保健医療圏などの一次・二次機関の役割を推進する

ためのマネジメント機能を三次機関の各機関が発揮できるようネットワー

クの中枢的機能を強化する。

なお、二次保健医療圏の取り組みと一体的に推進する。

① 市町や二次保健医療圏における地域リハビリテーション提供体制の整

備等の取組について、保健所（健康福祉事務所）に対して広域的専門

的視点からの支援を行い、保健所と協働して支援活動を行う。

② 高次脳機能障害、頸髄脊髄損傷、難病等の特定の専門的対応が必要な

病態や障害のある人たちの支援について、関係機関や施設、団体、関

係者等と協働で実践的活動を進め、総合的な支援体制の整備を図る。

③ 二次障害予防を目的に、障害のある人等の生活や働く場の環境（環境

因子）の改善等を図るため、施設や学校、事業所等を対象とした支援

活動を展開する。

④ リハビリテーションにかかる各種相談活動の展開や、医療部門への入

退院および退院後のアフターケアについての支援をとおして、総合リ

ハビリテーションの実践を進める。

⑤ 教育・研修、広報啓発、調査研究等の各種事業を積極的に進め、リハ

ビリテーション提供体制を整備するための基盤となる理解促進や人材

育成等を図る。

⑥ リハビリテーション提供体制を支える関係機関や施設、団体、関係者

等のネットワークを構築し、協働での取組を推進する。



（３）医療部の役割

医療部は、高齢者や障害のある人が地域社会や居宅での生活を実現で

きるよう、県立成人病センターにおいて、施設の整備と必要な専門職の

配置を行い、専門的リハビリテーション医療を提供する県域の医療機関

として、以下の役割を担う。

① 高次脳機能障害、頸髄脊髄損傷、難病等の特定の疾患について、臨床

における専門的リハビリテーション医療の機能を提供する。

② 急性期から回復期に至る医療リハビリテーションとして、摂食嚥下・

呼吸器・難病・がん・緩和等のニーズに対応できるよう、多様なリハ

ビリテーション機能を発揮する。

③ 地域の関係機関等へ出向いて専門的コンサルティングやリハビリ相談

・診療、学習活動の支援を実施するなど、地域リハビリテーションに

対する臨床的支援活動を進める。

④ 人材の確保と育成に向けた具体的取組を進める。

２ 県福祉用具センター

福祉用具センターは、日常生活や活動場面の環境を改善することを目的

として、次のような機能と役割を持つ。

① 福祉用具の展示や試用、情報提供を行うことにより、福祉用具の正し

い選び方や利用の普及を促進する。

② 高齢者や障害のある人たち、家族、福祉・医療等の関係職種からの福

祉用具・住宅改修に関する相談への対応をする。

③ 利用者一人ひとりにあった福祉用具を提供するための、福祉用具の改

造・制作支援を行う。

④ 関係機関や研究機関との協働により、福祉用具の改造等を通じて福祉

用具の研究・開発を行う。

⑤ 地域の相談支援者、介護職、医療職、介護保険事業者等関係職種に対

する福祉用具や住宅改修に関する教育・研修を実施する。

⑥ 介護保険施設や障害福祉施設等で福祉用具についての指導や相談を

行う。

⑦ 地域住民に対する福祉用具・住宅改修についての正しい知識の普及と

福祉用具センターの機能の啓発のための講座を実施する。

⑧ 地域の関係機関との連携を密にし、早期に相談が入り早期に対応でき

るためのネットワークをつくり、地域や利用者に密着した活動を行う。



３ 障害者自立支援施設 県立むれやま荘

身体に障害のある人たち等を受け入れて、入所あるいは通所による施設

利用をとおして、次のような機能と役割を持つ。

① 地域生活の実現を目指した日常生活訓練等の社会リハビリテーショ

ンサービスの提供

② 生業、雇用等による経済的自立や福祉的就労を目的とした職業訓練等

の職業リハビリテーションサービスの提供

③ 芸術・文化、スポーツをはじめとする社会活動への参画の支援

④ 医学リハビリテーションサービスの提供

⑤ 地域生活や就労等を実現するための関係機関等との連絡調整

⑥ 利用者やその家族への相談・助言等を実施し、社会参加を支援

また、障害のある人に対する理解を促進するための教育・啓発や情報提

供、障害のある人たちへの相談・助言等のセンター的な機能が求められる。

４ 高次脳機能障害支援センター

高次脳機能障害を有すると診断された者への支援に関する取り組みを

普及定着させるため次のような機能と役割を持つ。

① 専門相談支援

② 地域の拠点的な相談支援機関への専門的支援

③ 高次脳機能障害の支援体制の構築

④ 普及啓発、研修会などの開催

を行う。

５ 障害者更生相談所

障害者更生相談所は、１８歳以上の身体に障害のある人や知的な障害の

ある人たちの専門相談機関として位置付けられており、次のような業務を

行う。

① 障害の障害に応じた補装具の適合判定や自立支援（更生）医療の判定

・相談

② 知的障害のある人の療育手帳にかかる判定・相談

③ 日常生活支援やリハビリテーションサービスの提供にかかる専門的

見地からの診断や判定等

④ 専門的情報を活用した支援機関への助言、障害のある人や家族への個

別の相談・助言

⑤ 市町障害福祉担当職員等の研修や、関係機関等の連絡・調整などの活

動を行う。

また、今後は、職業的リハビリテーションにかかる取り組みを支援する



ため、更生訓練や職業的自立等のための相談支援機能の充実が求められる。

６ 県立高等技術専門校

職業能力開発促進法に基づく公共職業能力開発施設として、新規学卒者や

離転職者、在職者を対象に県内産業が必要とする技能労働者の養成や、雇用

に向けた職業訓練を行う。

知的障害者を対象とした総合実務科も実施している。また、障害のある人

の能力・適性等に対応した訓練を民間の教育訓練機関および企業等を活用し

て行う。

７ 障害者職業センター

障害のある人の職業リハビリテーションを推進し、雇用・就業機会の拡大

と雇用継続のための支援（職業評価、職業準備支援、ジョブコーチ支援等）、

障害のある人を雇用する企業への助言・援助および就労支援を行う機関への

支援、人材育成を行う。

８ 精神保健福祉センター

精神保健福祉に関する専門機関として、精神保健福祉に関する知識の普

及・啓発や、協力組織等の育成、地域精神保健活動を推進するため、保健

所その他の機関への技術指導・技術援助、精神保健福祉の推進を目的とし

た教育・研修や調査・研究、相談援助等の支援活動等を行う。

９ 精神医療センター

地域の医療機関や保健所等関係機関との密接な連携と役割分担のもと

に、精神科救急医療や医療観察法医療に取り組むとともに、他の医療機関

では対応が難しい精神障害者に対して専門医療を提供する。

１０ 小児保健医療センター

障害のある子どもたちや難病・慢性疾患等の子どもたちを対象に、専門

的なリハビリテーションを含めた総合的な診療を行うほか、療育部門や守

山養護学校との連携による包括的な診療も実施する。また、個別の相談・

助言、情報提供、母子保健従事者に対する研修・教育、健診の場への専門

職員の派遣、調査・研究、心理発達相談などの各種支援事業を実施する。



Ⅶ まとめ

一 リハビリテーション連携における新たな変更

一元的なリハビリテーションサービスの提供を目的とした連携のあり

かたについて、主な変更については以下の三点である。

１ 保健所とリハビリテーションセンター（支援部）との連携強化

利用者が身近な市町圏や二次保健医療圏において、リハビリテーシ

ョンが適切に受けられるために、県全域からの視点と地域特性に応じ

た専門的な視点から、リハビリテーションセンター支援部職員の保健

所兼務による地区担当業務を強化し、保健所が市町に実施する支援の

強化を図る。

２ 県福祉用具センターと障害者更生相談所の一体化

障害に応じた補装具の適合判定や相談機関である障害者更生相談所

と設備、用具を用いて自立を支援する福祉用具センターとの同一場所に

おける一体的なサービス提供等についての検討が必要である。

３ むれやま荘とリハビリテーションセンターとの連携強化

むれやま荘は、維持期の医療支援や職業・社会リハビリテーションの

提供機関であるとともに、医療と専門的社会リハビリテーション支援

能力の両面を備えた医療従事者の人材育成に適切な場の一つでもある。

人材育成の場としての機能を果たすために、リハビリテーション支援

部から密接な連携ができるよう、具体策を検討すべきである。

将来的には、県域のリハビリ関係機関との同一場所における一体的なサ

ービス提供等の検討が必要である。



ケアマネジメント

障害のある者の地域における生活支援のために、本人の意向を踏ま

えて保健・医療・福祉・教育・就労等の幅広いニーズと様々な地域の

社会資源の間に立って、複数のサービスを適切に結びつけて調整を図

るとともに、総合的、継続的なサービスの供給を確保し、さらには社



会資源の改善および開発を推進する援助の方法。



理学療法士（PT）

身体の障害のある者に対して基本的動作能力の回復を図るため、治

療のための運動や電気による刺激、マッサージ等の手段により、治療、

訓練を行う人。厚生労働大臣の免許を受け、医師の指示のもとに理学

療法を行う。
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